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Abstract 

Assuring the structural integrity of a reactor pressure vessel (RPV) is known as one of the critical 

issues to maintain the safe long-term operation of a nuclear power plant. Authors have been conducting 

extensive research on the improvement of structural integrity assessment methods of RPVs. In this paper, 

we describe some research results obtained from the recent activity including the review on the technical 

background of the methods and study on probabilistic methods for the applicability to the current code 

and standard. 
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１．はじめに 

原子炉圧力容器（RPV）は炉心を取り囲む原子炉冷却

材圧力バウンダリの重要な構成機器の 1 つであり、通常

運転時及び設計基準事象における健全性確保は最も重要

である。発生する過酷事故において、RPVの健全性、す

なわち耐圧機能の維持がその後の事故進展に及ぼす影響

は非常に大きい。現行の規制基準におけるRPVに対する

健全性評価方法は、日本電気協会規程[1]に準拠した決定

論的評価方法である（図 1）。当該評価方法には、加圧熱

衝撃（PTS）の評価等、約 20年前に策定された内容も含

まれており、技術的進歩や現実の運転年数の増加を踏ま

えて、その技術的背景を明確にし、十分に適切な内容で

あることを確認することが重要である。さらに、合理的

な評価指標値（炉心損傷頻度等）を適切に設定し長期供

用に対する安全水準の維持と保全最適化の両立を図って

いくため、近年欧米において導入が進みつつある確率論

的評価体系を導入することも重要な課題である。 

このような背景から本研究では、高経年化技術評価の

高度化に資するため、RPV 全体の経年劣化を考慮した健

全性評価方法について国内外の最新知見等の調査を行い、

確率論的評価手法の導入に向けた検討を進めてきた。本

報告では、この研究の26年度成果の概要を述べる。 

 
Fig. 1 Flowchart of RPV integrity assessment for PTS 

events [1] 

 

２．健全性評価法の高度化に関する調査 

2.1 想定すべき荷重条件 

加圧水型原子炉（PWR）において冷却材喪失のような

事故が発生した際には、非常用炉心冷却系（ECCS）が作

動し、低温の冷却水が高温高圧の一次系内に注入される。

この際、高圧条件下で壁面を低温水が流れることによる

PTSが、RPVの構造健全性の観点から懸念されている。 

近年、実験や数値流体力学（CFD）コードによる熱流

動解析により、低温水の広がりが 3 次元的であることが

示されており、構造側への影響についても流動状況を考

慮した詳細な検討が望まれている。そこで、RPVの健全

性評価で想定すべき荷重条件の検討として、従来一次元

モデルにより評価されていた荷重条件との相違を明らか
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にすることを目的に、代表的事象に対する熱水力挙動を

含む荷重条件について詳細解析を実施した。 

典型的な国内 3ループ PWRを対象とし、解析領域は、

ECCS注入口や上流部からRPV入口までの低温側配管、

及びRPV内面とコアバレル外面で囲まれたダウンカマ部

分とした。RPV の周方向は対称性を考慮して 120°、す

なわち低温側配管 1本を含む 1 ループ分とした。代表的

な小破断冷却材喪失事故（SBLOCA）事象を想定したCFD

解析で得られた ECCS水注入開始後 300秒時点の温度分

布を図 2 に示す。ダウンカマ内の熱遮蔽体により、注入

された冷却水の流れが分断されている様子が見てとれる。 

このCFD解析の結果、及びクラッド溶接中の相変態を

考慮して求めた残留応力解析結果を用いて伝熱構造解析

を行い、PTS事象時に仮想欠陥に加わる荷重条件を評価し、

現実的な解析条件による応力分布を得た。図3は亀裂想定

位置であるRPV内表面付近の応力分布を示している。こ

の図から、PTS事象時に発生する応力は、冷却水の流れの

影響を敏感に受けるとともに、残留応力を考慮した場合

には、しない場合に比べて明らかに高いことが分かる。

PTS事象時のRPVの健全性評価を行うに当たっては、残留

応力の考慮が重要であることが改めて示された。 

 

Fig. 2 Coolant temperature distribution (at 300s) 

 
(a) w/o residual stress      (b) with residual stress 

Fig. 3 Circumferential stress distribution (at 300s) 

 

 

2.2 耐圧機能喪失評価法 

国内のRPV健全性評価においては、非延性破壊の発生

を対象としてきたが、耐圧機能の喪失に直接結び付く亀

裂の板厚貫通までにはある程度の裕度があると考えられ

る。健全性評価における裕度の定量化を図るためには、

亀裂が板厚を貫通する状態に至るまでの亀裂進展挙動を

破壊力学的に評価する必要がある。 

過年度に収集した国内外のRPV鋼の亀裂伝播停止靱性

（KIa）データを基に、遷移温度領域におけるKIa評価法や

KIa へのマスターカーブ法の適用性調査も踏まえ、国内

RPV 鋼に対する KIaカーブの検討を行った。しかしなが

ら、国内 RPV鋼で取得されている KIaデータは未照射材

のみだったため、照射材を含むドイツ（CARISMA & 

CARINA）及び米国（HSSI，EPRI）のデータについても

調査を行った。また、得られたKIaデータについて対数正

規分布に従うと仮定し、KIaカーブを設定した。米国のデ

ータをT-RTNDTで整理した結果及びKIaカーブを図4に示

す。 
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Fig. 4 KIa data in the U.S. (unirradiated and irradiated 

conditions)) 

 

2.3 ニッケル合金溶接部等の応力腐食割れに関す

る評価法 

RPV 全体としての健全性を評価するため、出口管台溶

接部や上蓋・下部ヘッド貫通部等において顕在化してい

る一次冷却水中応力腐食割れ（PWSCC）に焦点を当て、

亀裂発生・進展に関する評価手法やデータ等を調査した。 

また、国内プラントにおける PWSCC 発生事例につい

て調査し、ニッケル合金溶接部等の応力腐食割れを評価

対象とした PFM 解析コード PASCAL-NP を用いて、

PWSCCによる亀裂発生及び進展評価、並びに漏えい確率

に関する試解析を実施し、PASCAL-NPの有用性を確認し

た。 
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３．確率論的評価手法の適用性・標準化に関す

る調査 

3.1 確率論的評価手法の適用性に関する調査 

近年欧米において、RPVの健全性評価における確率論

的手法の規制への導入が進みつつある。国内の健全性評

価に対して、確率論的評価手法を適用することを念頭に

おき、PFM解析コードに関する最新知見の調査及びPFM

解析コードPASCAL3を用いた亀裂貫通頻度（TWCF）算

出結果の具体的な活用方策についての検討を行った。 

(a) 最新知見の調査 

3.2において整備する、PFMに基づく標準的解析要領に

最新の知見を反映させることを目的として、ASME 

PVP2014 を中心に、RPV に対する PFM 解析コードを用

いた評価事例等に着目した調査を行った。 

台湾においては事業者による研究の一環として、米国

の PFM解析コード FAVORを適用した台湾の PWR型軽

水炉の RPV に対する TWCF 評価が報告され、米国の

TWCF の基準である 1×10
-6回/炉年を下回る結果が得ら

れている[2]。また、米国においては、最新のデータを含

めた破壊靭性及び亀裂伝播停止靱性の確率分布モデルの

整備が行われている[3]。これらの調査によって得られた

研究成果は、3.2 で述べる RPV に対する標準的解析要領

をまとめる際に参考とした。 

(b) 活用方策の検討 

確率論的な健全性評価では、評価対象とするRPVの 1

年間あたりに亀裂が貫通に至る頻度を示すTWCFを評価

指標としている。このTWCFを用いた評価の活用方策を

検討した。 

非破壊検査による欠陥検出モデル（検査モデル）を適

用することにより欠陥密度が低下すると見なされること

から、検査モデルがTWCFへ及ぼす影響を定量的に評価

することができると考えられる。活用方策を検討するに

あたって、まずTWCFの定量値に関する試解析を実施し

た。次にその結果を踏まえて、異なる精度の検査モデル

を適用した感度解析を実施し、TWCF に与える影響につ

いて考察した。この解析では、RPV胴部幾何形状による

中性子照射量分布を考慮することとし、調査で得られた

台湾のRPVデータを用いた（図 5）。 

本試解析では、図 6 に示すように、中性子照射量が高

い部位でTWCFが高い値を示している。この結果を踏ま

え、検査モデルを適用する部位について、全部位を検査

対象とするケースと高照射量の部位に検査対象を絞った

ケースとで RPV 全体の TWCF を比較した。その結果を

表 1 に示す。欠陥の検出精度が中程度の検査を全部位で

行うよりも、検出精度が高い検査を高照射量の部位での

み行った方が、TWCFは低いことが分かる。このように、

TWCF を用いた評価が、非破壊検査の有効性確認に活用

できることを示した。 

 

Fig. 5 Distribution of neutron irradiation dose of RPV inner 

surface [2] 

 

Fig. 6 The TWCF map for each of the sub-region of the 

RPV (Excerpt: 0～90°) 

 

Table 1 Effects on TWCF of inspection accuracy and target 

region 

種類と位置 検査精度と対象領域 TWCF 

軸方向及び周方

向の内部亀裂 

（母材部） 

検査:なし 2.2×10
-7
 

精度:中 (全部位) 5.9×10
-8
 

精度:高 (全部位) 5.9×10
-9
 

精度:高 (高照射部位) 2.5×10
-8
 

 

3.2 確率論的評価手法の標準化に関する調査 

確率論的評価手法を規格基準へ導入するためには、

PFM解析の標準手法を検討し、解析要領として整備する

とともに、PFM解析に用いるデータ・解析手法の整備や、
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PFM解析コードの信頼性確認が必要である。そこで本調

査では、国内 RPV を対象とした TWCF 評価の実施に向

けて、ガイドラインとして参照されることを目指して、

PFM 解析の標準的解析要領の策定、PFM 解析コード

PASCAL3 を用いた TWCF 計算のための標準的入力デー

タ及び標準的解析手法の整備を行っている。また、PFM

解析コードの信頼性を確保するために、PASCAL3の信頼

性確認を行った。 

(a) 標準的解析要領 

本研究で整備するTWCF計算に関する標準的解析要領

は、PWRの RPV の炉心領域部を対象に、PTS 事象等に

よる過渡事象中の非延性破壊について、PFM解析手法を

用いてTWCFの計算を行う標準的な要領について定めた

ものである。標準的解析要領は、要求事項である本文と

その詳細を説明する解説等で構成される。また附属書に

は、各要求事項に対する解説のほか、解析コードの信頼

性確認方法の事例として、(c)で述べる PASCAL3 の信頼

性確認事例等が記載される。 

(b) 標準的入力データ及び標準的解析手法 

将来、PFMを用いて国内実機プラントを想定した亀裂

貫通頻度の評価を行うことを念頭に、PFM 解析コード

PASCAL3 を用いて解析を行う場合に必要となる標準的

入力データの整備及び標準的解析手法の選定を行った。

標準的入力データの整備では、国内の標準的なプラント

を想定して、RPVのTWCF計算が可能となるようにした。

国内データが不足している項目については、海外のデー

タを参考にした。 

(c) PASCAL3の信頼性確認 

RPVを対象としたPFM解析を実施するに当たって、使

用する解析コードの信頼性を確保することは重要である。

本調査では、PFM解析コード PASCAL3に対して、標準

的な解析を行う際に用いられる確率変数や評価フロー・

評価式等の各項目について信頼性確認を行った。確率変

数としては、銅やニッケルの含有率、中性子照射量など

があり、評価フローとしては、亀裂の進展や伝播停止の

フロー等がある。PASCAL3 の信頼性確認の一例として、

確率変数については、PASCAL3によるサンプリングで得

られた分布を理論値と比較し、よく一致することを確認

した。 

 

４．まとめ 

健全性評価法の高度化に関する調査として、冷却水の3

次元温度分布及び溶接中の相変態を考慮した荷重条件の

詳細解析を行うとともに、国内材を中心に収集・整理し

た KIaデータを用いて、国内材に対する KIa曲線の検討を

行った。さらに、RPV全体としての健全性を評価するた

め、PWSCCに関する調査、及びPASCAL-NPを用いた試

解析を行った。 

さらに、確率論的評価手法の適用性・標準化に関する

調査として、国内外の最新知見を収集し、活用方策を検

討するとともに、RPVの破損頻度計算に関する標準的解

析要領の策定、PFM解析コード PASCAL3を用いた亀裂

貫通頻度計算のための標準的入力データ及び標準的解析

手法の整備、及びPASCAL3の信頼性確認を行った。 
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